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ＩＴ重説及び書面の電子化に係る社会実験の全体スケジュール

H31.2

H31.4

7月～
社会実験の
周知・広報

3月～6月
社会実験のルールの
検討・調整・ガイドライン策定

R1.10

R1.7

10月１日 社会実験開始

3月～6月
社会実験のルールの
検討・調整・ガイドライン策定
7月～
社会実験の
周知・広報

7月～8月
社会実験参加事業社
の募集等

R2.3

③IT重説
（個人を含む売買）

④電子書面交付
（賃貸）

３
月
間

実
施

令和２年3月 ITを活用した重要事項説明に係る社会実験に関する検証検討会1
年
間
実
施

10月１日 社会実験開始

平成31年2月 ＩＴを活用した重要事項説明に係る社会実験に関する検証検討会

7月～8月
社会実験参加事業
社の募集等

本

格

運

用

①IT重説
（賃貸）

H29.10から
本格運用

H27.8から
社会実験中

R1.10から
社会実験開始

R1.10～R1.12
社会実験実施

H27.8～H29.1
社会実験済

4月～6月：ガイドライン見直し作業
7月：改定ガイドライン策定

7月～8月：社会実験参加事業社の募集等

9月 社会実験（継続）開始予定

R2.4

R2.7

R2.9

令和2年12月 ITを活用した重要事項説明に係る社会実験に関する検証検討会
７
月
間

実
施

継

続

実

施

R2.12

②IT重説
（法人間売買）

R1.12

R3.3

R2.9から
社会実験（継続）開始予定

4月～参加事
業者の追加
募集
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売買取引におけるIT重説社会実験

○ 平成２７年８月より、法人間売買に係るIT重説の社会実験を実施したが、実施件数は３件程度。
○ 令和元年１０月より、個人を含む売買に拡げてIT重説の社会実験を５９事業者で開始。
さらに、令和２年４月８日より、参加事業者数の増大を図るため追加募集を開始しており、
令和２年５月１８日時点における社会実験の進捗は以下の通り。
・ 総参加事業者 ３０６事業者（当初参加事業者 ５９事業者、追加参加事業者 ２４７事業者）
・ 実施件数 ３２１件（区分所有建物３１７件、土地付建物４件）
・ 契約形態 自ら売り主（３００件）、媒介契約（２１件）
・ トラブルの発生状況
宅地建物取引士の４.２％、買主の１８.４％がトラブル（主に音声、回線、映像等）を回答。
（宅地建物取引士アンケート（２６５件）及び買主アンケート（２６７件）の結果）

社会実験の進捗

〇 特に、５月に入ってから更に追加の応募が来ており、新型コロナウイルスの影響を踏まえ、当面の間、社会実
験参加事業者は随時受付予定。
○ 売買におけるIT重説については、トラブル・問題点がないか検証するため、今後、参加事業者から豊富に
フィードバックを収集、十分に分析の上、売買におけるIT重説の本格運用を実現する。

直近の状況と今後の方向性
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賃貸取引における書面の電子化に係る社会実験

〇 令和元年１０月１日から１２月末まで社会実験を実施し、結果は以下の通り。
・ 参加事業者 １１３事業者
・ 実施事業者数 １７社
・ 実施件数 １０９件（居住用物件１０７件（うち１０６件マンション）、業務用建物２件）
・ トラブル等の状況
アンケートを実施した結果、宅地建物取引士の１３．８％、借主の１５．９％がトラブル（書類の
改ざん防止措置の確認ができない、音声が聞き取りにくい、電子ファイルが送受信できない等）を回答。
その他、紙と比較して全体像が把握しにくい、操作方法がわかりにくい等の意見もあった。

社会実験の結果について

〇 現在、上記のトラブルを踏まえて実験ガイドラインの改定作業中（書類の改ざん防止措置の確認方法や
音声・電子ファイルの送受信等のトラブルへの対応方法等を追加する）。
○ 改定ガイドラインに基づいて社会実験を改めて実施し、問題点を検証。
○ 検証結果に基づき、直近の法改正の機会を捉えて、書面の電子化を可能とする方向で対応する。

直近の状況と今後の方向性
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